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第１ 独占禁止法及び関係法令に関する相談等  

 
事業者，事業者団体，一般消費者等から寄せられる独占禁止法及び関係法令に関する質

問に対しては，文書又は口頭により回答している。また，ウェブサイトでも意見等の受付

を行っている（https://www.jftc.go.jp/cgi-bin/formmail/formmail.cgi?d=goiken）。 
また，平成 12 年度から申告の処理に関する疑問，苦情等の申出を受け付けるため，官房

総務課（地方事務所・支所においては総務課，沖縄総合事務局公正取引室においては総務

係）に申出受付窓口を設置し，公正取引委員会が指名する委員等をもって構成する審理会

において，当該処理が適正であったかどうかを点検している。 
 

第２ 事業活動に関する相談状況  
 

 １１  概要 

公正取引委員会は，以前から，独占禁止法及び下請法違反行為の未然防止を図るため，

事業者及び事業者団体が実施しようとする具体的な行為に関する相談に対応し，実施しよ

うとする行為に関して，独占禁止法及び下請法の考え方を説明している。 

 

 ２２  事前相談制度 

公正取引委員会は，平成13年10月から当委員会が所管する法律全体を対象として整備さ

れた「事業者等の活動に係る事前相談制度」を実施している。 

本制度は，事業者及び事業者団体が実施しようとする具体的な行為が，前記法律の規定

に照らして問題がないかどうかの相談に応じ，原則として，事前相談申出書を受領してか

ら30日以内に書面により回答し，その内容を公表するものである。 

 

 ３３  独占禁止法に係る相談の概要 

令和元年度に受け付けた相談件数は，事業者の行為に関するもの1,870件，事業者団体

の行為に関するもの168件の計2,038件である（第１図参照）。 
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第１図 独占禁止法に係る相談件数の推移（企業結合に関する相談を除く。）  

 

  

  ４４   相談事例集 

公正取引委員会は，事業者等から寄せられた相談のうち，他の事業者等の参考になると

思われるものを相談事例集として取りまとめ，公表している（平成30年度に寄せられた相

談〔平成30年度相談事例集〕について，令和元年６月26日公表。令和元年度に寄せられた

相談〔令和元年度相談事例集〕について，令和２年６月23日公表。）。 

令和元年度相談事例集に掲載された相談のうち，特徴的な内容の相談を挙げると，レジ

袋の有料化に伴う事業者団体による単価統一等の取組，専門工事業者の団体による会員・

発注者に対する現場における作業時間の短縮の要請，家電メーカーによる小売業者への販

売価格の指示等に関するものがある。 

 

  ５５  下請法に係る相談の概要 

令和元年度に下請法に関して事業者等から受け付けた相談件数は，9,173件である（第

２図参照）。 

この中には，例えば，下請法の適用範囲に関する相談，発注書面の記載方法に関する相

談，下請代金の支払期日に関する相談等がある。 
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第２図 下請法に係る相談件数の推移  

  

  

  ６６  独占禁止法相談ネットワーク 

公正取引委員会は，商工会議所及び商工会の協力の下，独占禁止法相談ネットワークを

運営しており，独占禁止法及び下請法に関する中小事業者からの相談に適切に対応するこ

とができるように，全国の商工会議所及び商工会が有する中小事業者に対する相談窓口を

活用し，独占禁止法及び下請法に関する相談を受け付けている。また，令和元年度におい

ては，全国の商工会議所及び商工会へのリーフレットの配布，相談業務に従事する経営指

導員向けの研修会に職員を講師として派遣するなどした。 

 

第３ 新型コロナウイルス感染症に係る対応             
 

 新型コロナウイルス感染症の世界的な拡大に伴って，企業等の活動に様々な影響が出て

おり，また，関連物資の供給に関しても影響が出ている。 

公正取引委員会は，独占禁止法等を運用する立場から，こうした事態を踏まえ次の取組

を行った。 

 

  １１  新型コロナウイルス感染症により影響を受ける個人事業主・フリーランスとの取引

に関する配慮について 

新型コロナウイルス感染症により影響を受ける個人事業主・フリーランスと取引を行う

発注事業者に対して，取引上の適切な配慮を行うよう，公正取引委員会委員長，経済産業

大臣及び厚生労働大臣の連名の文書で関係団体を通じ，要請を行った（令和２年３月10日

公表）。 

 

  ２２  新型コロナウイルスに関連した感染症の発生に伴うマスク等の抱き合わせ販売に係

る要請について 

マスク等の衛生用品の供給不足を背景に，マスクに他の商品を抱き合わせて販売してい

た一部の販売事業者が所属する関係業界団体に対して，商品の供給が不足しており，当該
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商品に代わる商品が存在しない状況の下で行われる抱き合わせ販売は，独占禁止法が禁止

する不公正な取引方法（抱き合わせ販売等）につながるおそれがあることから，今後，同

様の行為を行わないよう会員企業へ周知することを要請した（令和２年２月27日公表）。 

 

  ３３   新型コロナウイルス感染症への対応のための取組に係る独占禁止法に関するＱ＆Ａ

の公表 

事業者等による新型コロナウイルス感染症への対応のための取組について独占禁止法上

の考え方を紹介するため，「新型コロナウイルス感染症への対応のための取組に係る独占

禁止法に関するＱ＆Ａ」を公表した（令和２年４月23日公表）。 

同Ｑ＆Ａでは，新型コロナウイルス感染症の感染拡大が進む中でマスクのような商品に

ついて，小売業者が不当な高価格を設定しないよう期間を限定して，メーカー等が小売業

者に対して一定の価格以下で販売するよう指示する行為は，通常，当該商品の購入に関し

て消費者の利益となり，正当な理由があると認められるので，独占禁止法上問題とはなら

ない旨を明らかにしている。 

  

  ４４   新型コロナウイルス感染症拡大に関連する下請取引Ｑ＆Ａの公表 

 新型コロナウイルス感染症の拡大により影響を受ける下請等中小企業との取引に関して，

公正取引委員会及び中小企業庁の連名で，下請法等に係るＱ＆Ａを公表した（令和２年５

月13日公表）。 

 

  ５５  新型コロナウイルス感染症に関連する事業者等の取組に対する公正取引委員会の対

応についての公表 

新型コロナウイルス感染症の世界的な感染拡大に伴って，企業等の活動に様々な影響が

出ており，また，関連物資の供給に関しても影響が出ていることを踏まえ，公正取引委員

会は，独占禁止法等を運用する立場からの対応について取りまとめ公表した（令和２年４

月28日公表）。 

この中では，物資の円滑な供給等に関して同業者が共同して行う取組への対応につい

て，供給量が不足している物資の円滑・公正な流通を確保するためには，同業者で協力し

合って対応に当たることが必要となる場面も想定され，今回のような事態下において，こ

のような物資の不足を回避するために行われる必要かつ一時的な行為は独占禁止法上問題

となるものではないと考えている旨を明らかにするなど，新型コロナウイルス感染症の感

染拡大に際して行われる事業者等の取組について公正取引委員会の対応を明らかにしてい

る。 

また，前記  １１  及び  ２２  に限らず，新型コロナウイルス感染症の感染拡大に伴う需要減

少等を理由として，中小・下請事業者に不当に不利益をもたらす行為や，需給のひっ迫に

便乗した価格カルテル等の消費者の利益を損なう行為に対しては厳正に対処していく旨も

併せて明らかにしている。 
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